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新日本石油株式会社
 

取締役社長　渡　文明

２００５～２００７年度　第３次連結中期経営計画について

各位

　このたび、当社は、２００５年度から２００７年度の３ヵ年におけるグループ経営戦略をまとめた『第３次連結中期経営計画』を

策定しましたのでお知らせいたします。

１．第３次連結中期経営計画の概要

当社グループは、１９９９年４月の旧日本石油と旧三菱石油の合併以降今日に至るまでの６年間に亘り、第１次・第２次の連結

中期経営計画を強力に推進し、エネルギー業界における競争激化の中にあって、盤石な経営基盤の構築に努めてまいりまし

た。
 

一方、当社を取り巻く経営環境は、国内石油需要が伸び悩む中、エネルギー間の垣根を越えた厳しい競争が展開されており、

また、地球温暖化問題をはじめとする環境対策の必要性の増大やアジアエネルギー市場の成長といった大きな構造変化を迎

えております。
 

かかる状況を踏まえ、当社は、本年４月からスタートする第３次連結中期経営計画の位置付けを「発展へ向けての基盤固めの

時代」といたしました。そして、

ア．コアビジネスである石油開発・石油精製／販売・石油化学からのキャッシュフローの創出

イ．当社グループの基本戦略である「一貫操業体制の確立」「総合エネルギー企業グループ体制の確立」を達成するためのビ

ジネスモデルの構築

を重点課題に据え、２０１０年度においてこれを達成するための「基盤固め」のフェーズであると認識しております。

　第３次連結中期経営計画の具体的経営目標としては、最終年度である２００７年度の経常利益目標を１，９００億円（在庫影

響除き）、目標ＲＯＥを１０％と設定いたします。 
 

　この目標達成のために、コスト削減効率化３３０億円を中心とした収益改善運動、成長分野に重点をおいた設備投資５，０００

億円を柱とした諸施策を実行してまいります。 
 

　なお、株主還元の一環として、２００５年４月中に自社株消却を実施するとともに、年間の配当を一株あたり１２円に引き上げ

る計画でありますので、併せてお知らせいたします。

２．目標とする経営指標

第３次連結中期経営計画の経営指標（目標）として、利益計画および財務体質の改善目標を以下のとおり設定いたしました。

（１）財務目標

第３次連結中期経営計画の最終年度である２００７年度の連結ＲＯＥ＝１０％を達成いたします。また在庫影響除きの経常利益

については、２００４年度実績見通しの１，５１０億円から、１，９００億円へと高めてまいります。

  2007年度目標

連結ＲＯＥ １０％

連結経常利益 １，９００億円

＊ ＲＯＥ＝当期利益÷株主資本

（２）コスト削減効率化計画

当社グループはこれまでに、第１次・第２次連結中期経営計画を経て、既に約２，２００億円／６年間のコスト削減効率化を実施

いたしましたが、第３次連結中期経営計画においては、ＳＣ（サプライチェーン）改革運動による継続的かつ抜本的なコスト構造

見直しを含めて、３年間計で３３０億円のさらなるコスト削減効率化を目指します。

  2005～2007年度

コスト削減効率化 ３３０億円／３年間

（３）設備投資計画



設備投資は、事業戦略を進めていくうえでの大きな柱です。当社グループは、第２次連結中期経営計画を上回る金額を、選択

と集中をもって、戦略重点分野である「石油開発」「石油化学（ＣＲＩ*）」「電気事業」を中心に投下し、総合エネルギー企業グル

ープ体制実現に向けた布石を盤石なものにしてまいります。

  2005～2007年度

設備投資総額 ５，０００億円／３年間

＜内訳＞

戦略投資 ：３，４００億円（全体の68％）石油開発・石油化学（ＣＲＩ*）・電気事業等

石油精製・販売：１，１００億円

その他事業 ：５００億円

*ＣＲＩ＝Chemical　Refinery　Integration：石油精製と石油化学の一体化

（４）キャッシュフロー計画

第３次連結中期経営計画期間において安定的に高い利益水準を確保できる見通しであることを踏まえ、成長戦略推進の観点

から、前述のように重点分野への積極的な投資を進めていく一方で、本年４月に自社株消却を実施するとともに、年間配当を

一株あたり１２円にまで引き上げ、株主還元をさらに拡大してまいります。

  2003年度 2004年度 2005～2007年度

配当（年間） ７円／株 １０円／株 １２円／株

また、有利子負債残高については、２００７年度末までに９，０００億円以下にすることを目指し、結果としてネットＤ/Ｅレシオ７

０％以下を達成いたします。　
 

ただし、今後、有望な投資機会が出てくれば投資を追加することも念頭におき、下記の有利子負債削減枠については柔軟に対

応することとし、状況に応じた最適な資本戦略を選択する予定です。

減価償却費 ３，７３０億円 　 　設備投資 ５，０００億円

税引後利益 ２，６７０億円　 自社株消却 ５００億円

資産売却ほか　４００億円 配当等 ５９０億円

    有利子負債削減　７１０億円

３．計画実現に向けた重点施策

（１）石油・天然ガス開発事業

上流事業は、その成長性・収益性の面からみて、当社戦略分野の柱と位置付け、以下の施策により積極的に拡大させてまい

ります。

ア．重点エリア中心の投資
 

第３次連結中期経営計画においては、３ヵ年計２，０００億円の投資を、当社の重点エリアである東南アジア・英国北海・米

国メキシコ湾・豪州に重点的に投下いたします。

イ． 資産買収と探鉱の適切な組み合わせ

ウ．公団保有株式の買取り
 

第２次連結中期経営計画において、本年３月に日本ベトナム石油（株）ほか３社の公団保有株式の買取りを実施いたしまし

た。これらプロジェクトは採算性も高く、第３次連結中期経営計画期間における利益面での貢献が期待できます。

＜年度別生産計画＞

  ２００４年度(実績) ２００７年度 ２０１０年度目標

生産計画 １１万ＢＤ
 

（2005年3月末15万ＢＤ）

１８万ＢＤ ２０万ＢＤ

＊数量は、各年度の平均ベース

（２）石油精製・石油化学事業

製油所のフル稼働化による効率化と高付加価値化にむけ、以下のような施策を実施してまいります。

ア．ＣＲＩの更なる推進による石油化学製品の増産
 

今後、中国を中心に石油化学品需要がますます拡大することが見込まれるアジア市場をにらみ、特に需給の逼迫が予想



されているプロピレン・パラキシレンに軸足を置き、設備投資とＣＲIの更なる推進によるコスト競争力を確保しつつ、輸出を

拡大してまいります。

イ． 石油製品輸出・中国からの受託精製の拡大

ウ．電気小売事業（PPS）の拡大（下記（４）ご参照）

主要化学品のグループ生産計画

  ２００４年度(実績)
 

万トン／年

２００７年度
 

万トン／年

２０１０年度目標
 

万トン／年

プロピレン ６０ ８０ １００

パラキシレン １００ １４０ ２００

（３）国内販売事業

主として以下の施策により、『量から質』への販売構造転換をさらに徹底していきます。

ア．競争力ある製品の供給
 

利益率向上の施策の柱として、本年１月の発売以来、その国内最先端の環境性能とエンジン清浄性能をお客様から高く評

価いただいているハイオクガソリン「ＥＮＥＯＳ　ＮＥＷヴィーゴ」の増販を目指します。

イ． 高付加価値ＳＳ網の構築
 

現在、全国約１，９５０ヵ所で展開しております、当社独自の高付加価値型ＳＳモデルである『Ｄｒ．Ｄｒｉｖｅ』を、２００５年度末

までに２，５００ヵ所まで拡大していくことを目指します。

ウ．特約店網の再編
 

ＳＳネットワーク重複の解消、販社の管理費削減を目指し、当社５０％超出資の子会社販社の再編・集約をさらに推進いた

します。

（４）新エネルギー事業

電気事業は当社戦略重点分野のひとつとして、また水素事業（燃料電池）は、将来の成長分野への布石としてそれぞれ位置

付け、成長戦略を確実なものにしてまいります。

ア．電力小売（ＰＰＳ）事業
 

当社５製油所で展開しているＩＰＰ事業については、既に昨年（2004年）秋から総計７０万ｋＷ体制がスタートし、順調に稼動

しております。今後は、川崎製油所跡地に現在建設準備中の天然ガス発電等、製油所インフラのさらなる活用による電気

小売事業（ＰＰＳ）の推進を計画しております。
 

第３次連結中期経営計画の最終年（２００７年度）のＰＰＳ売電量は２０万ｋＷを計画しておりますが、これに前掲の川崎天

然ガス発電が加わる２００８年度以降は、売電量を１００万ｋＷ体制にまで発展させる計画です。（注：売電量はプロジェクト

会社ベース）

イ． 分散型電源事業
 

オンサイト（分散型電源）発電事業については、高効率機器の開発やさらなるコストダウンにより、現行の売電量１７万ｋＷ

を、２００７年度には２３万ｋＷにまで拡大してまいります。

ウ．燃料電池（ＦＣ）事業
 

燃料電池に代表される水素事業は、国際的にみても環境問題解決への大きな切り札であり、将来への布石として引き続き

事業を推進してまいります。本年３月に商品化された家庭用ＬＰＧ１ｋＷ機を、２００７年度には１０００台にまで拡販していく

計画に加え、２００６年度中には、家庭用・業務用の灯油機の商品化も予定しております。

（５）海外事業

潤滑油事業を中心に、海外事業を拡大してまいります。

ア．潤滑油事業
 

現在中国・台湾・タイ・北米等で展開している日系需要家向けの潤滑油販売をさらに強化し、日本国外での潤滑油販売数

量を、２００４年度実勢見通しの年間１４万キロリットルから、２００７年度には年間２２万キロリットルにまで拡販することを目

指します。

イ． ＬＣフィルム事業
 

中国・蘇州の工場が本年２月に商業生産を開始しており、第３次中期経営計画への大きな利益貢献が見込まれておりま

す。

ウ．石油化学事業
 

米国・テキサスとアトランタにおいて、独自技術を活かした高機能特殊化学品の製造・販売を拡大してまいります。

以上


